
パブリックコメント○提出された意見の要旨及び県の考え方
番号 意見の要旨

1
資料Ｐ．７５「他の案より計画高水位が高いため、破堤した場合、被害が大きくなる。」
は「超過洪水時は計画高水位を超える。さらに、他の案より計画高水位が高いため、破堤
した場合、被害が大きくなる。」のほうがよい。

2
第１回検討の場で佐世保市が回答した、代替案の比較の基準となる、必要な開発量日量４
万トンは妥当なのか。

3
佐世保市の平成１９年度再評価委員会のデータを必要開発量の根拠としているが、その予
測値は実績と乖離している。

4 水利権の転用について、現在の水利権者への意向調査等、真剣な検討がなされていない。

5 事業に賛成して、生まれ育ったふるさとを離れる方は、今までと同じ生活が送れるのか。

6 佐世保市は、漏水対策を行えば水を安定して供給できる。

7 石木の美しい自然を壊したら、元に戻すことは難しい。

8 佐世保市が渇水の時も市民が意識すればなんとかなる。

9 佐世保市は、既存のダムを改修すれば水は足りる。

10 治水は、保水性がある山を作れば、林業も成り立つのでは。

11 佐世保市は、給水量が十分でないことは明らか。１日も早い石木ダム完成を望む。

12 佐世保市の下の原ダムをもっとかさ上げすれば水を確保できる。

13
佐世保市は、水不足だからと節水を呼びかけておきながら、水道使用量が減ったからと使
用料金を上げるなど、矛盾した政策を行っている。

14 検証は事業者である県ではなく、第三者機関によって行われるべき。

15 洪水を安全に流下させるために堤防により河積の拡大を図り、高潮の被害も防止すべき。

16
石木ダム事業は、地権者の約８割の方が事業に協力されており、その方たちの気持ちを大
切にして早急に事業を進めるべきである。

17
石木ダム案が一番よいというのは今まで十分検討された結果のはずで、今さら検証を行っ
ても結果は同じで時間が過ぎていくだけ。

18
森は「第２のダム」と言われ、山の状況が裸の山ではなく、森林に覆われた状態であれば
大洪水にはならない。

19 佐世保の水不足解消のために、小佐々湾を淡水化すればよい。

20
県北地域の安定そして発展のためには石木ダムが是非とも必要であることを反対されてい
る地元地権者の方及び国へ今一度強くアピールしていくことが重要。

21
ダムを作る必要は全くないし、造るべきではない。ダムを造るお金は東北関東大地震の被
災地の復興支援に回すべき。

22 佐賀県鹿島市の中木庭ダムを有効活用したらどうか。

23
移植等の効果を確認できるまでには５年以上期間が必要というのなら、平成２０年にアセ
スを行ったからあと２年は検証が必要である。
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24
石木ダム建設計画の実現には強制収用しかない。これは、ふるさとに住み続けたい地権者
の人権を蹂躙するものである。

25
現在、想像を絶する災害が発生しており、今の計画（1/100規模）か、それ以上の計画規
模を想定しておく必要がある。

26
長崎県は借入金が１兆円を超える一方、県独自の収入は借入金の１／３程度で、財政は破
産状態であり、１円たりとも出費すべきでない。

27
佐世保市の人口は長期的には減少し続けることが明白であり、水道の需要は減少傾向とな
る。

28 川棚川を堰き止めれば、栄養分が大幅に減少し、魚介類の減少は更に深刻になる。

29
少なくとも今の「検証作業」は決して正当のものではないと思います。当然、再検証が
あってしかるべきです。その際は、当然ながら土地の強制収用を前提とした事業認定申請
は取り下げた上で、「真の予断なき検証」が行われることを求めます。

30 川棚川河口部は、昔、浸水したことがあり、川に流れてくる量を少なくするダムが必要。

31 早くダムを作って欲しい

32
久保知事は「一人でも反対者がいればダムはつくらない」と約束した。中村知事も反対す
る人がなくなるまでダムに関する工事をすべきでない。

33 石木ダム建設より下の原ダムのかさ上げ案が費用対効果がある。

34 川棚川、石木川は草木が生えて川の流れを狭めている。

35 ダムができると、大村湾の塩分濃度が高くなり、ナマコの身が硬くなる。

36
東日本大震災で、福島県の藤沼ダムが決壊し、下流で死者や行方不明者が複数出ており、
石木ダムでも二の舞になるのでは。

37 ダム中止に伴って発生する費用の、付替道路完成にかかる費用は不要である。

38
ダム中止に伴って発生する費用の、既買収地の維持管理費用は、売却又は借地にすれば収
入になる。

39
ダムで壊してしまった自然は二度と元に戻らないという意見もあるが、ダムにより新たな
湖面ができ、そこに新たに生物が住み着き新しい環境ができる。

40
長崎県内の洪水は、短時間のうちに増水し、減水するという特性を持つため、ダムによる
洪水調節が極めて有効である。

41
川棚町の将来の街づくりとしても石木ダム建設の占める位置は極めて高く、街づくりの核
として、ダムの着工を望む。

42
我が家には雨水タンクを設置しています。佐世保ではあまり見られません。これほど渇水
を怖がっているにしては、自助努力が足りないと思う。

43 ダム以外の治水案、利水案を早急に考えていくべき。

44
１／１００の雨はいつ降るか分からないし、長崎では降るような気がしてならない。安心
して暮らせるためにも早くダムを作ってもらいたい。
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45
いろんな代替案があるが、治水・利水の機能を兼ね備えた石木ダム案は、コスト面、工期
面、及び社会への影響から最も妥当なものである。

46 検証を速やかに進め、早急にダム着工へ向け事業を進めてほしい。

47
検証にあたっては、利水、治水の両面からの詳細な分析データに基づき比較検討されてお
り、コスト面や実現性など総合的な観点から考えて現行計画ダム案以外ないと思います。

48

現在、ダム建設反対の方々或いは、支援者の方々の声ばかりが新聞等で報じられておりま
すが、断腸の思いで移転をされた方々の心情も町民として理解しなければならず、一刻も
早い解決の道筋をつけることが待たれています。今回のダム検証を早く完了させ、ダム建
設に向けて前進されることを強く要望します。

49
民主主義の基本は多数決に基づいていると思う。８０％以上の人がダム建設に協力してい
るという現実をもっとみんなが知ってほしい。これこそ民主主義と思います。

50
再検証の検討結果においても、やはり石木ダムが一番経済的であるということです。残り
の反対地権者との交渉を早く妥結するよう県知事へ強く要望します。

51
石木ダムの必要性については疑う余地のないことだと思います。川棚町民の洪水に対する
安全確保、佐世保市民の安定した生活用水として必要なのは言うまでもありません。

52
経済成長が望めない今日、希望的で過大な水予想による水使用予測は信憑性がない。こん
な「絵に描いた餅」で「佐世保市の発展のために水に沈んでくれ」と言わんばかりの傲慢
な態度に激怒している。私のふるさとは佐世保市の植民地ではない。

53

検証検討の場に提出された資料等は、積算基礎数値や係数等が示されてないので、算定根
拠は専門家でも理解できない内容であり、ましてやダム事業について無知な自治体首長が
検証のメンバーであること自体いい加減である。また、県主導の資料提供のみで検証に
なっていない。

54
石木ダム建設では、長崎県が建設の理由とした佐世保市の水は足りているし、治水につい
ても役に立たないことは多くの専門家が指摘しているとおりです。

55
平成６年の大渇水のときの苦労は２度と経験したくありません。佐世保市民として石木ダ
ムは是非必要であり、川棚町民にとっても防災上必要だと思います。石木ダムの早期着工
を強く望みます。石木ダム検証の結果は妥当であると思います。

56
佐世保市水道局、及び長崎県は、日量40,000トンの水量が必要としているが、果たして必
要なのか、甚だ疑問である。多くにこしたことは、ないけれど、税金の無駄遣いは、好ま
しくないと、思う。

57

平成１８年佐世保市南部水系下の原ダムのかさ上げ５．９ｍに要した事業費は、約４９億
円と記してあります。例えば、南部水系下の原ダムを約２０ｍかさ上げすれば、３．３×
４９億円で、１６１億円になります。環境整備費、維持管理費等を加えても、約２００億
円程度になります。治水・利水の有効貯水能力は、2,182,000トン＋2,847,000トンで合計
5,029,900トンになります。総工費２００億円と、安くて、多くの貯水が可能です。
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58

ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目（以下「実施要領」という。）の
第３の１の（２）は、「意見聴取等の進め方」を定めています。そこには、検討主体は、
①②を行った上で、…③を行う進め方で検討を行う、とあります。ここで、「①②を行っ
た上で」の「上で」とはいかなる意味か考えてみたい。広辞苑（第五版）によると、
「上」の意味として「…したのち」とあります。だから、「①②を行った上で」は「①②
を行ったのちに」という意味になります。①関係地方公共団体からなる検討の場（以下
「検討の場」という。）を設置し、…検討を進める。②検討過程において「検討の場」を
公開するなど情報公開を行うとともに、主要な段階でパブリックコメントを行う、とされ
ています。この①②を行ったのちに、③の学識経験を有する者、関係住民、等々の意見を
聴くものとする、このように実施要領は進め方・手続き順序を明確に定めています。然る
に、実際には、パブリックコメント（期限は３月２２日）が終了していない３月１１日、
関係住民の意見を聞くため「関係住民説明会」が川棚町で開催されました。これは明らか
に実施要領が定める進め方（手続き順序）に違背しています。

59

（関係住民説明会は佐世保市でも開催されるべき）佐世保市は、長崎県とともに石木ダム
建設事業の共同事業者として「検討の場」の構成員です。石木ダム建設事業の帰趨に重大
な利害関係を有しています。その佐世保市住民の意見を聴取すべきは当然すぎるほど当然
です。

60
「検討の場」を公開し、情報公開を行うとの趣旨からすると、パブリックコメントの募集
にあたっては、「案」だけでなく、既に開催された「検討の場」の「議事録」も閲覧場所
で広く県民の閲覧に供する必要があります。

61
石木川合流点下流の住宅密集地の現状からして、検証結果のとおり現行計画（ダム案）が
最も妥当であると思う。特にコスト面では非常に有利である。したがって川棚川の治水計
画は（ダム案）で進めるべきだと思います。

62 ダム中止で生ずる費用は４項目の他に、もっと出てくるのではないか。

63
石木ダム検証の結果は妥当であると思います。平成６年の大渇水のときの佐世保市民の苦
労は相当なものでした。あの時の事態を２度と起こさないよう、佐世保市民として石木ダ
ムは是非必要であり、早期着工を強く望みます。

64

佐世保市の水源は、石木ダムにお願いするしかないと思っております。そのことが今度の
検証で明らかになされました。佐世保市民１人当たりの水瓶は、長崎市の半分ぐらいしか
ないと聞いておりますし、実際に佐世保市は毎年のように節水の呼びかけがなされてお
り、そのたびに平成６年の渇水が思い出され不安になります。今、東日本大震災で非難さ
れている方々が水・食料・電気などで困っておられます。佐世保も水の備えは必要です。
石木ダムの地権者の方々の暖かいご理解をお願い申し上げます。

65
石木ダムの建設計画は４０年になります。早期着工に向けて、計画に反対している地権者
へのご理解を得られるよう交渉をおねがいします。石木ダムは、佐世保市民にとっても、
川棚町民にとっても必要です。

66 ダムを作る前に佐世保の漏水工事をきちんとすべきではないでしょうか。

67
ダムによって壊された自然はもとには戻りません。私も実際に石木ダムに足を運びました
がホタル飛び交うとてもすてきな場所でした。どうか自然をこわさないで下さい。

68 反対者の意見を大事にしてほしい。少数意見を踏みつぶしてほしくない。

69
治水に対しても、１００年に１度の大雨を想定しているが、非科学的であり無理な資料づ
くりと思う。
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70

佐世保市の人口予測では大きく増加となっているが、我々県民を馬鹿にした予測です。長
崎市や佐世保市の人口は減少すれども、増加はしない。若い人は職を求めて流出し、残っ
た人は、低賃金で喘ぎ、生まれてくる子供のための託児所、保育園も不足しております。
これでは子供は産めないでしょう。

71
１００年に１度の大雨（８０８ｍｍ／ｈ）を想定しているが、ダムが必要という場所（川
棚町中心と石木川付近）だけに適用しております。川棚川の上流域にその大雨があった場
合は長崎水害を超える被害になる。想定のやり方は我田引水だ。

72
佐世保地区有収率が全国でも最低に近い。（要するに１７％は漏れている。）有収率を上
げていけば水不足は起きない。自助努力しないで県及び国の金をダムに使うのは許されな
い。

73
ダム中止にともなって発生する費用が、ダム案は０億円でそれ以外は５９億円となってい
るが、この意味は何か。

74
家が低い所にあるため、大雨の時が心配になる。ダムで水をため洪水被害を軽減してくれ
ると思うので早く出来たらと思ってます。

75

佐世保市の水需要予測は、今後の下水道の普及や核家族化による生活用水の増加、大口需
要や新規計画をいった営業用水の増加を根拠としているが、産業構造の変化（海外での企
業活動の加速）、節水機器の普及、県民所得の減少、観光産業の恒常的な低迷、県外流
出・少子化の加速(人口減少）など総合的に勘案しても今後、佐世保市の予測値１１．７
万ｍ３／日は明らかに過大な数値といわざるを得ない。多く見ても約９万ｍ３／日が妥当
であろう。

76

Ｈ１９年の佐世保市水道の有収率８３．６％は、「水不足」云々言う前に明らかに漏水対
策が不十分という結果がでている。福岡市並の９５％にまで１０年で達成できないことは
ない。最低でも９０％を５年間で実施すれば安定的な供給が確保できる。他自治体が出来
たことが佐世保市だけできない理由はどこにもない。ダム建設を前提にしているから漏水
対策に力が入らないのではないか。したがって、本気で漏水対策をやれば将来の需要に何
の問題も生じない。

77 古来「災害は忘れた頃にやって来る」とか「備えあれば憂いなし」と言われています。

78
「川の改修」や「住民の避難」により「ダム不要論」があります。ところが、自然の脅威
は人智の及ばないところにあります。

79
近年、地球の温暖化が進み、想定外のゲリラ豪雨をはじめ、天候の片寄りが激しいので
す。

80
利水計画では、いずれも４万トンの確保が前提となっているように思えるが、そもそも代
替案で４万トンを必要とする理由はないのでは。

81
代替案では、いずれも５９億円が必要となっているけれども、既に買い上げた土地の活用
によっては、逆にマイナスの数値になり得るのでは。

82 海水淡水化案は現行の３倍以上となっているが、この資料の根拠は。

83
下水を高度処理して再度活用する再生水は、日々の生活にともなって排出される下水が貴
重な水資源に生まれ変わるだけに、地球温暖化に伴う渇水や人口が集中する都市の水不足
も問題を解決する第二の水源として期待が高い。
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84
佐世保市の場合、水道局の資料によれば、当分は１万トンを造水できる装置を作れば安定
的に水を供給できるものと確信する。

85

動物は移住させることは出来ても、そこで居付くことが出来るとは限らない。周りに餌と
なる動植物が存在していなければならないし、一定以上の量が確保されていなければなら
ないからである。また、子孫を絶やさないためには、子育てが出来る環境も必要である。
物によっては、共存関係にある生き物を必要とするものもある。

86 環境調査は如何様になされたのであろうか。

87 一日も早く事業の計画を断念してほしい。

88
３月６日の説明会で反対派の学識経験者の主張は取り入れる必要のない意見と思います。
県は自信を持ってドンドン進めてほしいと思っています。

89
意見交換会で、専門家は、佐世保市の水需要の将来予測は、事実に基づかない過大な予測
であり、現在の水資源でも、佐世保市の水需要は充足できることを論証した。石木ダム建
設計画「実現性はない」と判断すべきである。

90 ダム以外の治水案や利水案を早急に考えていくべきだと思います。

91

「人口減、漏水率の向上、節水機器の普及」等々で、これ以上の水需要は見込めないと考
えている。石木ダムの建設は、中止すべきである。それでもなお水が必要だと主張される
のであれば、佐世保市は県域を越え、すぐ隣の佐賀県有田町や鹿島市などとの広域化を考
えてもいいのではないだろうか。

92
川棚川の治水対策は、石木ダムでの効果はほとんどなく、堤防の嵩上げや河床掘削などの
河道整備に力を入れるべきです。

93
佐世保市の水はほぼ足りており、わざわざ隣町にダムを造ってまで、新たな水源確保の必
要性はありません。

94
環境面でも、ダムは生態系に大きなダメージを与え、大村湾の環境も悪化させ、漁業への
影響も予測されます。これ以上自然を壊してはいけません。

95 石木ダム建設事業の検証結果については、妥当であると思います。

96 佐世保市民は石木ダムの早期完成を待ち望んでいます。

97 ダムを造るよりも河川の護岸工事や堤防のかさ上げ工事が重要であることは明らかです。

98
抜本的な水源確保の方法として、石木ダムを水源とし取水を行う現行計画が、最も、経済
的で妥当な選択である。１県民として事業の早期完成を願うものである。

99

治水については、指摘されているように石木ダムの効果は極めて限定的であると思われ
る。基本高水の過大設定が全国各地のダム計画で指摘されているが、石木ダムにおいても
洪水実績から乖離した前提が指摘されている。石木ダムに期待するあまり、川棚川の河床
掘削など治水上必要な事業がなされていないと思われる。

100
環境については、たとえば植物の移植実験についても最低５年の追跡が必要などの指摘が
あり、環境影響の検討が不十分である。
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101

・佐世保市は目標有収率を８７．７％としているが、余りにも低い水準です。佐世保市水
道の最も大きな問題は漏水が多いことにより有収率が低いことにあります。有収率を２０
１７年度までにせめて９０％まで改善することは、大規模水道事業体の３分の２が既に達
成していることであるから、佐世保市水道に出来ないわけがありません。
・有収率を２０１７年度までにせめて９０％まで改善すること、その後に９５％を目標に
漏水対策を進めることが佐世保市水道の責務です。

102

毎日の配水量の変動幅が縮小の方向にあり、負荷率は上昇傾向にあるので、それを踏まえ
た予測を行うべきです。佐世保市の採用値８０．３％は低すぎます。最近１０年間の最小
値をとれば８１．７％、大阪府の予測のように最近５年間の最小値をとれば、８５．７％
まで上昇することになります。

103

漏水防止対策に努め、配水量変動幅縮小の傾向を踏まえた予測を行うと次のようになりま
す(利用量率は９７％とします）。
　有収率９０％、負荷率８５．７％の場合は、８５，８００立米／日
　有収率９５％、負荷率８５．７％の場合は、８１，３００立米／日
佐世保市の予測値１１７，０００立米／日よりも、３１，０００～３５，０００立米／日
も小さい値になります。また、佐世保市水道の実質安定水源９８，０００立米／日に対し
て、この予測値は１１，０００～１７，０００立米／日以上低い値になり、石木ダムがな
くても水源には十分な余裕が生まれます。

104
実際に漏水率が９０％であったならば、２００７年（平成１９年）度の減圧給水は回避で
きていたのであって、漏水防止対策の意味は大きいものがあります。

105
佐世保市水道は今や必要性がなくなった石木ダムに水源を求めるのではなく、漏水防止対
策に力を注いで、失われている足下の水源確保に努めるべきです。

106 受益者の佐世保市民でなく、長年そこに住む地権者が反対している。

107 計画はまず事業ありきで計画された旧来型の公共事業。その必要性の根拠が過大なもの。

108
人口減少に転じた日本、とりわけ長崎県の人口減少率は大きい中、今後の水の需要の大幅
な増大の可能性は少なく、むしろエコな活動、節水社会の構築で十分対応可能。

109
自然災害を１００％防ぐことは不可能。これを想定した人工物を作ることは膨大な費用と
資源が必要。自然との共生が可能な防災計画が必要。

110 費用対効果が見込めない。よって緊急性を持って事業を推進するものではない。

111

本検証（案）は、国が示したルールにより現行計画（石木ダム）も含め幅広く代替案の検
討と評価が公平になされており、それぞれの長所、短所が明確に示され、非常に理解しや
すくよくまとめられていると思います。今回の検証結果を見る限り、現行計画（石木ダ
ム）が客観的に妥当性・優位性が立証されたとも言えるのではないかと思います。
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113

工業用水が、約２・５倍に増加するとしています。その検証はどうされたのでしょうか。
ちなみに過去佐世保市の総合計画（市のもっとも重要な計画文書）における工業出荷額と
実績の関係を紹介します。昭和55年度計画では目標5798億に対し、実績1746億、達成率
30％となっています。平成４年計画では、目標4954億に対し、実績は1437億、達成率
29％に過ぎません。平成9年計画では、目標3070億に対し、1381億、達成率は44.9％に
とどまっています。平成19年度における目標2000億に対し、実績1604億、達成率80％と
なっています。総括的に分析しますと、ただの1回も目標に達したことはありませんでし
た。昭和55年には1746億もの実績があったが、平成19年度実績は1604億と拡大どころか
縮小しています。これらの分析など検証されるべきだと思うのですが、されたのでしょう
か。とてもあと6年かそこらで、佐世保市における工業発展が2・５倍化するとは考えにく
いといわなくてはなりません。

114
結局、1日最大配水量は実体よりも高めに数値が設定されていると考えるのが妥当だと思
いますがそうではありませんか。

115

1日最大配水量を算出するために使用される負荷率も80.3％を使っています。過去実績値
としてただの一度も80.3％の記録はありません。直近は90％です。1日最大配水量を高く
するために意図的に用いられている低い数値ではありませんか。なぜ80.2％にこだわる理
由は何なのですか。

116
水利権の転用や可能性についても真剣な検討がなされていません。例えば佐々川の水利権
者とその取水実績、それに伴う水利権者への意向徴収や今後の見通しなど検証・検討の痕
跡を見つけることはできません。これらはどうなっているのでしょうか。

第１回検討の場で、佐世保市が回答した、必要な開発量日量４万トンを適切妥当なもの
と、あっさりと結論付けました。最大の問題でした。その後の代替案も日量４万トンが基
準になるわけですから、本来ならもっと多様な水資源確保の可能性も条件を踏みつぶして
しまいました。平成19年再評価委員会のデータを根拠にしているとのことです。その予測
値はすでに実績値で検証されています。そのかい離は広がるばかりです。すでに示された
実績値予測値とのかい離は許容範囲と考えておられるのかどうか。どの程度のかい離だっ
たらその予測値は誤りと判断するのか、その基準をご教示してください。なぜ誤りが検証
されたのに、「適切妥当なもの」と言えるのでしょうか。１日最大配水量を基準に必要開
発量にしています。１日平均配水量を負荷率で割戻してその数値が算出されます。１日平
均配水量数値が大きければ大きいほど、負荷率数値が小さければ小さいほど、１日最大配
水量、すなわち必要開発量が大きくなります。したがって、1日最大配水量を適切妥当な
ものにするためには、１日平均配水量、負荷率の数値がより正確に設定されることが求め
られます。そこでお聞きします。１日平均配水量の内訳となる、生活用水の問題です。人
口とその一人当たりの使用量が左右します。人口の推移の根拠妥当性はどのように検証さ
れたのか。生活用原単位を平成18年実績値193リットルから221リットルに増加すると設
定してあります。その根拠はどこにあるのでしょうか。ちなみに過去のデータを見ても生
活用原水は188リットルから最高196リットル（平成14年度）に過ぎません。

112
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